
自己資本の構成に関する開示事項

株式会社三井住友銀行（連結）
（単位：百万円、％）

項目
平成30年
12月末

平成30年
９月末

普通株式等Tier1資本に係る基礎項目

普通株式に係る株主資本の額 7,138,091 7,047,123

うち、資本金及び資本剰余金の額 3,527,346 3,527,346

うち、利益剰余金の額 3,610,745 3,718,567

うち、自己株式の額（△） － －

うち、社外流出予定額（△） － 198,790

うち、上記以外に該当するものの額 － －

普通株式に係る新株予約権の額 － －

その他の包括利益累計額及びその他公表準備金の額 1,323,921 1,499,540

普通株式等Tier1資本に係る調整後非支配株主持分の額 346 330

普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額 （イ） 8,462,360 8,546,993

普通株式等Tier1資本に係る調整項目

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の 230,730 233,723

合計額

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額 28,064 29,160

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の 202,666 204,562

ものの額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 1,155 981

繰延ヘッジ損益の額 △ 74,812 △ 101,793

適格引当金不足額 12,894 10,403

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 62,257 62,028

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 3,658 3,360

退職給付に係る資産の額 277,046 273,012

自己保有普通株式（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －

意図的に保有している他の金融機関等の普通株式の額 － －

少数出資金融機関等の普通株式の額 － －

特定項目に係る十パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式に該当する － －

ものに関連するものの額

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものに － －

限る。）に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式に該当する － －

ものに関連するものの額

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものに － －

限る。）に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －
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その他Tier1資本不足額 － －

普通株式等Tier1資本に係る調整項目の額 （ロ） 512,930 481,717

普通株式等Tier1資本

普通株式等Tier1資本の額　（（イ）－（ロ）） （ハ） 7,949,429 8,065,276

その他Tier1資本に係る基礎項目

31a その他Tier1資本調達手段に係る株主資本の額及びその内訳 － －

31b その他Tier1資本調達手段に係る新株予約権の額 － －

32 その他Tier1資本調達手段に係る負債の額 1,100,000 1,100,000

特別目的会社等の発行するその他Tier1資本調達手段の額 － －

その他Tier1資本に係る調整後非支配株主持分等の額 26,817 23,719

適格旧Tier1資本調達手段の額のうちその他Tier1資本に係る基礎項目の額に 321,115 323,130

含まれる額

うち、銀行及び銀行の特別目的会社等の発行する資本調達手段の額 321,115 323,130

うち、銀行の連結子法人等（銀行の特別目的会社等を除く。）の発行する － －

資本調達手段の額

その他Tier1資本に係る基礎項目の額 （ニ） 1,447,932 1,446,849

その他Tier1資本に係る調整項目

自己保有その他Tier1資本調達手段の額 － －

意図的に保有している他の金融機関等のその他Tier1資本調達手段の額 － －

少数出資金融機関等のその他Tier1資本調達手段の額 － －

その他金融機関等のその他Tier1資本調達手段の額 25,513 0

Tier2資本不足額 － －

その他Tier1資本に係る調整項目の額 （ホ） 25,513 0

その他Tier1資本

その他Tier1資本の額　（（ニ）－（ホ）） （ヘ） 1,422,419 1,446,849

Tier1資本

Tier1資本の額　（（ハ）＋（ヘ）） （ト） 9,371,849 9,512,126

Tier2資本に係る基礎項目

Tier2資本調達手段に係る株主資本の額及びその内訳 － －

Tier2資本調達手段に係る新株予約権の額 － －

Tier2資本調達手段に係る負債の額 1,003,285 1,007,765

特別目的会社等の発行するTier2資本調達手段の額 － －

Tier2資本に係る調整後非支配株主持分等の額 6,141 5,538

適格旧Tier2資本調達手段の額のうちTier2資本に係る基礎項目の額に含まれる額 521,329 566,774

うち、銀行及び銀行の特別目的会社等の発行する資本調達手段の額 521,329 566,774

うち、銀行の連結子法人等（銀行の特別目的会社等を除く。）の発行する － －

資本調達手段の額

一般貸倒引当金Tier2算入額及び適格引当金Tier2算入額の合計額 5,987 6,024

うち、一般貸倒引当金Tier2算入額 5,987 6,024

うち、適格引当金Tier2算入額 － －

Tier2資本に係る基礎項目の額 （チ） 1,536,743 1,586,10251
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Tier2資本に係る調整項目

自己保有Tier2資本調達手段の額 － －

意図的に保有している他の金融機関等のTier2資本調達手段の額 － －

少数出資金融機関等のTier2資本調達手段の額 － －

その他金融機関等のTier2資本調達手段の額 50,000 50,000

Tier2資本に係る調整項目の額 （リ） 50,000 50,000

Tier2資本

Tier2資本の額　（（チ）－（リ）） （ヌ） 1,486,743 1,536,102

総自己資本

総自己資本の額　（（ト）＋（ヌ）） （ル） 10,858,593 11,048,229

リスク・アセット

リスク・アセットの額 （ヲ） 52,388,304 52,560,056
連結自己資本比率

連結普通株式等Tier1比率　（（ハ）／（ヲ）） 15.17% 15.34%

連結Tier1比率　（（ト）／（ヲ）） 17.88% 18.09%

連結総自己資本比率　（（ル）／（ヲ）） 20.72% 21.02%

調整項目に係る参考事項

少数出資金融機関等の対象資本調達手段に係る調整項目不算入額 302,216 307,248

その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式に係る調整項目不算入額 631,753 615,321

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものに限る。）に係る － －

調整項目不算入額

繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に係る調整項目不算入額 270 867

Tier2資本に係る基礎項目の額に算入される引当金に関する事項

一般貸倒引当金の額 5,987 6,024

一般貸倒引当金に係るTier2資本算入上限額 23,023 21,741

内部格付手法採用行において、適格引当金の合計額から事業法人等向けエクス － －

ポージャー及びリテール向けエクスポージャーの期待損失額の合計額を控除した額

（当該額が零を下回る場合にあっては、零とする。）

適格引当金に係るTier2資本算入上限額 256,440 257,317

資本調達手段に係る経過措置に関する事項

適格旧Tier1資本調達手段に係る算入上限額 495,143 495,143

適格旧Tier1資本調達手段の額から適格旧Tier1資本調達手段に係る算入上限額を － －

控除した額（当該額が零を下回る場合にあっては、零とする。）

適格旧Tier2資本調達手段に係る算入上限額 813,811 813,811

適格旧Tier2資本調達手段の額から適格旧Tier2資本調達手段に係る算入上限額を － －

控除した額（当該額が零を下回る場合にあっては、零とする。）
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